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作成日

総　括 （評価年月）

　　●雇用関係 全国： 令和５年８月 有効求人倍率は1.29倍 前月から変動なし

山形： 令和５年８月 有効求人倍率は1.36倍 前月より0.03ポイントの低下

　　●物価関係（消費者物価指数） 全国： 令和５年８月 前年同月比3.7％の上昇

山形： 令和５年７月 前年同月比3.9％の上昇

　　●物価関係（国内企業物価指数） 令和５年８月 前年同月比3.2％の上昇

　　●賃金関係（名目賃金） 全国： 令和５年８月 前年同月比1.1％の上昇 20か月連続の増加

山形： 令和５年７月 前年同月比1.9％の上昇 31か月連続の増加

　　●賃金関係（実質賃金） 全国： 令和５年８月 前年同月比2.5％の低下 17か月連続の低下

山形： 令和５年７月 前年同月比1.9％の低下 ３か月ぶりの低下

　　●賃金関係（全国と山形の格差） 令和５年７月 前月より5.5ポイント差が拡大した

（年） （月） （倍） （倍） （％） （％） （％） （％） （％） （％）

令和元 平均 1.60 1.54 0.6 0.8 ▲ 0.4 0.3 ▲ 1.0 ▲ 0.3

令和２ 平均 1.18 1.15 0.0 ▲ 0.2 ▲ 1.2 ▲ 3.6 ▲ 1.2 ▲ 3.6

令和３ 平均 1.13 1.27 ▲ 0.3 ▲ 0.1 0.3 4.2 0.6 4.2

令和４ 平均 1.28 1.56 3.0 2.7 2.0 4.7 ▲ 1.0 1.9

令和４ 10 1.34 1.63 4.4 4.2 1.4 4.1 ▲ 2.9 ▲ 0.2

11 1.35 1.66 4.5 4.0 1.9 6.2 ▲ 2.5 2.1

12 1.36 1.67 4.8 4.1 4.1 6.4 ▲ 0.6 2.1

令和５ 1 1.35 1.61 5.1 4.4 0.8 2.6 ▲ 4.1 ▲ 1.9

2 1.34 1.52 3.9 3.7 0.8 0.9 ▲ 2.9 ▲ 2.8

3 1.32 1.46 3.8 3.4 1.3 1.3 ▲ 2.3 ▲ 2.0

4 1.32 1.49 4.1 3.5 0.8 0.6 ▲ 3.2 ▲ 2.8

5 1.31 1.45 3.8 3.2 2.9 3.2 ▲ 0.9 0.0

6 1.30 1.40 3.9 3.8 2.3 8.2 ▲ 1.6 4.1

7 1.29 1.39 3.9 3.9 1.1 1.9 ▲ 2.7 ▲ 1.9

8 1.29 1.36 3.7 1.1 ▲ 2.5

1.32 1.51 4.2 3.8 1.7 3.5 ▲ 2.4 ▲ 0.3

9

各月下旬 各月中旬

（注） １　消費者物価指数は「持ち家の帰属家賃を除く総合」（※）を用いた。

２　山形県が発表している消費者物価指数は山形市を対象としたものである。

３　賃金の参照数値は、「現金給与総額」かつ「常用労働者５人以上事業所、調査産業計」を用いた。

４　賃金のうち「全国との格差」は上記（注）３の数値について、山形県/全国×100（四捨五入）で求めたもの。

５　数値の前に表記されている「r」は続報等にて改訂された値を表す。（※速報値は確報で改訂される場合がある。）

６　作成時点において公表されていないものについては空欄。

７　総括は最新で公表されているものについて記載したもの。
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